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連 結 情 報 編

　金額・比率は単位未満を切り捨てにより表示して
おります。
　よって、合計が一致しない場合があります。
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連 結 情 報 編

　金額・比率は単位未満を切り捨てにより表示して
おります。
　よって、合計が一致しない場合があります。

１．グループの事業系統図

４．最近５年間の連結事業年度の主要な経営指標

２．子会社等の状況

グループの概況

（単位：千円）

　ＪＡ日立市多賀のグループは、当ＪＡおよび子会社１社で構成されています。

　このうち、当年度及び前年度において連結自己資本比率を算出する対象となる連結子会社は１

社です。なお、連結自己資本比率を算出する対象となる連結グループと、連結財務諸表規則に基づ

き連結の範囲に含まれる会社に、相違はありません。

３．連結事業概況（令和７年度）

◇連結事業の概況

　事業の概況

　令和 7年度の当ＪＡの連結決算は、子会社１社を連結しております。

　連結決算の内容は、連結経常利益 18,828 千円、連結当期剰余金 12,998 千円、連結純資産

2,189,689 千円、連結総資産 37,914,534 千円で、連結自己資本比率は 15.36％となりました。

日立市多賀農業協同組合 子会社　（有）多賀協同サービス

（有）多賀協同サービス

名　　称 業務内容 所在地
設 立
年 月 日

資本金
（千円）

組 合
出資比率

グループ

出資比率

日立市多賀町

1丁目12番10号

平成10年

4月23日
10,000 100％ 100％

（注）「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年金融庁・農

　水省告示第 2号）に基づき算出しております。

連結経常収益

（事業収益）

信用事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

その他事業収益

連結経常利益

連結当期剰余金

連結純資産額

連結総資産額

連結自己資本比率

令和３年度 令和４年度 令和６年度

621,942

270,478

70,272

27,146

254,044

63,218

45,057

2,074,134

36,628,515

13.41％

577,115

260,688

65,897

26,682

223,847

35,601

23,886

2,101,478

38,723,612

13.62％

621,252

280,668

60,505

24,376

255,701

61,146

43,107

2,191,614

37,832,339

16.09％

令和７年度

637,706

336,212

57,926

24,325

219,242

18,828

12,998

2,189,689

37,914,534

15.36％

令和５年度

621,719

274,924

61,415

25,441

259,936

73,042

52,160

2,151,563

39,103,712

14.78％

項　　　目

貨物自動車運送業、
葬儀業務、墓石の
加工販売、仏壇仏
具販売、清掃業、不
動産管理業、農作
業受委託、農産物
生産加工･販売
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グループの概況 グループの概況

５．連結貸借対照表

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

負　債　の　部　合　計

35,394,105

35,085,517

308,588

47,333

12,812

34,521

10,342

8,937

1,405

36,290

4,772

31,518

53,554

3,891

42,992

6,670

183,217

35,724,845

1,727,774

245,387

1,487,983

▲5,594

▲2

461,914

461,914

2,189,689

37,914,534

　　　 　（資 産 の 部）

１．信用事業資産

　（１）現金

　（２）預金

　（３）貸出金

　（４）その他の信用事業資産

　（５）貸倒引当金

２．共済事業資産

　（１）その他の共済事業資産

３．経済事業資産

　（１）経済事業未収金

　（２）棚卸資産

　（３）その他の経済事業資産

４．雑資産

５．固定資産

　（１）有形固定資産

　　　 建物

　　　 機械装置

　　　 土地

　　　 その他の有形固定資産

　　　 減価償却累計額

　（２）無形固定資産

　　　 その他の無形固定資産

６．外部出資

　（１）外部出資

７．繰延税金資産

科　　　　目
令和７年度

（令和８年１月３１日現在）

資　産　の　部　合　計

36,507,205

82,637

23,205,041

13,063,938

155,969

▲382

17

17

15,889

5,494

9,654

741

49,112

848,054

846,641

508,252

20,174

653,795

104,505

▲440,085

1,412

1,412

479,144

479,144

15,110

37,914,534

令和６年度

（令和７年１月３１日現在）

36,420,818

56,183

23,360,711

12,876,376

127,546

－

15

15

16,981

6,192

10,069

719

49,237

852,580

852,040

499,482

20,174

653,795

107,854

▲429,265

540

540

479,144

479,144

13,559

37,832,339

科　　　　目
令和７年度

（令和８年１月３１日現在）

35,317,318

35,224,987

92,331

46,335

12,355

33,979

7,208

5,758

1,450

47,062

17,372

29,690

44,096

3,681

36,010

4,404

178,701

35,640,724

1,725,184

246,145

1,480,573

▲1,532

▲2

466,430

466,430

2,191,614

37,832,339

令和６年度

（令和７年１月３１日現在）

（単位：千円）

　　　 　（負 債 の 部）

１．信用事業負債

　（１）貯金

　（２）その他の信用事業負債

２．共済事業負債

　（１）共済資金

　（２）その他の共済事業負債

３．経済事業負債

　（１）経済事業未払金

　（２）その他の経済事業負債

４．雑負債

　（１）未払法人税

　（２）その他の負債

５．諸引当金

　（１）賞与引当金

　（２）退職給付に係る負債

　（３）役員退職慰労引当金

６．再評価に係る繰延税金負債

　　　（純 資 産 の 部）

１．組合員資本

　（１）出資金

　（２）利益剰余金

　（３）処分未済持分

　（４）子会社の所有する親組合出資金

２．評価・換算差額等

　（１）土地再評価差額金
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グループの概況 グループの概況

５．連結貸借対照表

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

負　債　の　部　合　計

35,394,105

35,085,517

308,588

47,333

12,812

34,521

10,342

8,937

1,405

36,290

4,772

31,518

53,554

3,891

42,992

6,670

183,217

35,724,845

1,727,774

245,387

1,487,983

▲5,594

▲2

461,914

461,914

2,189,689

37,914,534

　　　 　（資 産 の 部）

１．信用事業資産

　（１）現金

　（２）預金

　（３）貸出金

　（４）その他の信用事業資産

　（５）貸倒引当金

２．共済事業資産

　（１）その他の共済事業資産

３．経済事業資産

　（１）経済事業未収金

　（２）棚卸資産

　（３）その他の経済事業資産

４．雑資産

５．固定資産

　（１）有形固定資産

　　　 建物

　　　 機械装置

　　　 土地

　　　 その他の有形固定資産

　　　 減価償却累計額

　（２）無形固定資産

　　　 その他の無形固定資産

６．外部出資

　（１）外部出資

７．繰延税金資産

科　　　　目
令和７年度

（令和８年１月３１日現在）

資　産　の　部　合　計

36,507,205

82,637

23,205,041

13,063,938

155,969

▲382

17

17

15,889

5,494

9,654

741

49,112

848,054

846,641

508,252

20,174

653,795

104,505

▲440,085

1,412

1,412

479,144

479,144

15,110

37,914,534

令和６年度

（令和７年１月３１日現在）

36,420,818

56,183

23,360,711

12,876,376

127,546

－

15

15

16,981

6,192

10,069

719

49,237

852,580

852,040

499,482

20,174

653,795

107,854

▲429,265

540

540

479,144

479,144

13,559

37,832,339

科　　　　目
令和７年度

（令和８年１月３１日現在）

35,317,318

35,224,987

92,331

46,335

12,355

33,979

7,208

5,758

1,450

47,062

17,372

29,690

44,096

3,681

36,010

4,404

178,701

35,640,724

1,725,184

246,145

1,480,573

▲1,532

▲2

466,430

466,430

2,191,614

37,832,339

令和６年度

（令和７年１月３１日現在）

（単位：千円）

　　　 　（負 債 の 部）

１．信用事業負債

　（１）貯金

　（２）その他の信用事業負債

２．共済事業負債

　（１）共済資金

　（２）その他の共済事業負債

３．経済事業負債

　（１）経済事業未払金

　（２）その他の経済事業負債

４．雑負債

　（１）未払法人税

　（２）その他の負債

５．諸引当金

　（１）賞与引当金

　（２）退職給付に係る負債

　（３）役員退職慰労引当金

６．再評価に係る繰延税金負債

　　　（純 資 産 の 部）

１．組合員資本

　（１）出資金

　（２）利益剰余金

　（３）処分未済持分

　（４）子会社の所有する親組合出資金

２．評価・換算差額等

　（１）土地再評価差額金
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（単位：千円）

グループの概況 グループの概況

６．連結損益計算書

（８）販売事業費用

　　　販売品販売原価

　　　その他販売事業費用

販売事業総利益

（９）その他事業収益

（10）その他事業費用

その他事業総利益

２．事業管理費

（１）人件費

（２）その他事業管理費

　　　事　業　利　益

３．事業外収益

（１）受取出資配当金

（２）その他の事業外収益

４．事業外費用

（１）その他の事業外費用

　　　経　常　利　益

５．特別利益

（１）固定資産処分益

６．特別損失

（１）固定資産処分損

税金等調整前当期利益

法人税住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期利益

当期剰余金

１．事業総利益

（１）信用事業収益

　　　資金運用収益

　　　（うち預金利息）

　　　（うち貸出金利息）

　　　（うちその他受入利息）

　　　役務取引等収益

　　　その他経常収益

（２）信用事業費用

　　　資金調達費用

　　　（うち貯金利息）

　　　（うち給付補てん備金繰入）

　　　（うち借入金利息）

　　　（うちその他支払利息）

　　　役務取引等費用

　　　その他経常費用

　　　（うち貸倒引当金繰入額）

信用事業総利益

（３）共済事業収益

　　　共済付加収入

　　　その他共済事業収益

（４）共済事業費用

　　　共済推進費

　　　共済保全費

　　　その他共済事業費用

共済事業総利益

（５）購買事業収益

　　　購買品供給高

　　　購買手数料

　　　その他購買事業収益

（６）購買事業費用

　　　購買品供給原価

　　　購買品供給費

　　　その他購買事業費用

購買事業総利益

（７）販売事業収益

　　　販売品販売高

　　　販売手数料

　　　その他販売事業収益

科　　　　目科　　　　目
令和７年度

（令和7年2月1日から令和8年1月31日）
令和６年度

（令和6年2月1日から令和7年1月31日）

336,212

102,124

57,926

1,837

53,911

44,674

11,765

324,715

(153,818)

(148,545)

(22,352)

4,314

7,182

72,364

(71,331)

(34)

（0)

(998)

2,233

27,526

(382)

53,443

4,482

856

369

611

52,563

899

448

44,079

168

425

9,362

2,229

173

388,859

234,087

56,088

9,237

令和６年度
（令和6年2月1日から令和7年1月31日）

280,668

49,716

60,505

1,619

49,577

41,836

12,098

269,887

(118,273)

(128,506)

(23,107)

4,189

6,591

21,088

(20,526)

(4)

（0)

(556)

2,323

26,304

－

56,484

4,020

664

369

584

48,325

697

554

41,261

164

411

9,847

2,080

170

411,242

230,952

58,886

7,740

7,240

177,890

92,969

266,600

119,393

8,773

8,159

969

－

0

7,056

184

4,524

84,920

385,994

2,865

16,932

969

18,828

－

0

18,828

7,380

▲1,550

5,830

12,998

12,998

令和５年度
（令和5年2月1日から令和6年1月31日）

7,678

218,401

109,158

259,139

105,069

8,773

6,372

1,034

59

0

7,440

238

4,420

109,242

364,208

47,034

15,145

1,034

61,146

59

0

61,205

19,755

▲1,657

18,098

43,107

43,107
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（単位：千円）

グループの概況 グループの概況

６．連結損益計算書

（８）販売事業費用

　　　販売品販売原価

　　　その他販売事業費用

販売事業総利益

（９）その他事業収益

（10）その他事業費用

その他事業総利益

２．事業管理費

（１）人件費

（２）その他事業管理費

　　　事　業　利　益

３．事業外収益

（１）受取出資配当金

（２）その他の事業外収益

４．事業外費用

（１）その他の事業外費用

　　　経　常　利　益

５．特別利益

（１）固定資産処分益

６．特別損失

（１）固定資産処分損

税金等調整前当期利益

法人税住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

当期利益

当期剰余金

１．事業総利益

（１）信用事業収益

　　　資金運用収益

　　　（うち預金利息）

　　　（うち貸出金利息）

　　　（うちその他受入利息）

　　　役務取引等収益

　　　その他経常収益

（２）信用事業費用

　　　資金調達費用

　　　（うち貯金利息）

　　　（うち給付補てん備金繰入）

　　　（うち借入金利息）

　　　（うちその他支払利息）

　　　役務取引等費用

　　　その他経常費用

　　　（うち貸倒引当金繰入額）

信用事業総利益

（３）共済事業収益

　　　共済付加収入

　　　その他共済事業収益

（４）共済事業費用

　　　共済推進費

　　　共済保全費

　　　その他共済事業費用

共済事業総利益

（５）購買事業収益

　　　購買品供給高

　　　購買手数料

　　　その他購買事業収益

（６）購買事業費用

　　　購買品供給原価

　　　購買品供給費

　　　その他購買事業費用

購買事業総利益

（７）販売事業収益

　　　販売品販売高

　　　販売手数料

　　　その他販売事業収益

科　　　　目科　　　　目
令和７年度

（令和7年2月1日から令和8年1月31日）
令和６年度

（令和6年2月1日から令和7年1月31日）

336,212

102,124

57,926

1,837

53,911

44,674

11,765

324,715

(153,818)

(148,545)

(22,352)

4,314

7,182

72,364

(71,331)

(34)

（0)

(998)

2,233

27,526

(382)

53,443

4,482

856

369

611

52,563

899

448

44,079

168

425

9,362

2,229

173

388,859

234,087

56,088

9,237

令和６年度
（令和6年2月1日から令和7年1月31日）

280,668

49,716

60,505

1,619

49,577

41,836

12,098

269,887

(118,273)

(128,506)

(23,107)

4,189

6,591

21,088

(20,526)

(4)

（0)

(556)

2,323

26,304

－

56,484

4,020

664

369

584

48,325

697

554

41,261

164

411

9,847

2,080

170

411,242

230,952

58,886

7,740

7,240

177,890

92,969

266,600

119,393

8,773

8,159

969

－

0

7,056

184

4,524

84,920

385,994

2,865

16,932

969

18,828

－

0

18,828

7,380

▲1,550

5,830

12,998

12,998

令和５年度
（令和5年2月1日から令和6年1月31日）

7,678

218,401

109,158

259,139

105,069

8,773

6,372

1,034

59

0

7,440

238

4,420

109,242

364,208

47,034

15,145

1,034

61,146

59

0

61,205

19,755

▲1,657

18,098

43,107

43,107
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令和６年度

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（１）連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数：１社　

　連結子会社の名称：有限会社　多賀協同サービス

（２）持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連法人はありません。

（３）連結される子会社及び子会社等の事業年度に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しています。

（４）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの残高はありませんので、適用していません。

（５）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しています。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法

　子　会　社　株　式：移動平均法による原価法

　その他有価証券　　

　　市場価格のない株式等：移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　購　買　品（一品管理）：総平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　購買品（グループ管理）：売価還元法による原価法

　　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　そ の 他 の 棚 卸 資 産：最終仕入原価法による原価法

　　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（３）固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備は除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

　②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法により償却しています。

８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況
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（４）引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産自己査定要領、経理規程及び資産の償却・引

当基準に則り、次のとおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと

債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損

失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした

貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等

の必要な修正を加えて算定しております。

　すべての債権は、資産自己査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

　②　賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を

計上しています。

　③　退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。なお、退職給

付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

　④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し

ています。

（５）収益及び費用の計上基準

　主要な事業における収益の計上基準

　　　当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

　①　購買事業

　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、

当組合は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っております。この利用

者等に対する履行義務は、購買品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を

認識しております。

　②　販売事業

　組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して共同で業者等に販売する事業であり、当
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組合は利用者等との契約に基づき、販売品を引き渡す義務を負っております。この利用者

等に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認

識しております。

　③　葬祭事業

　葬祭施設等の施設を設置して、共同で利用する事業であり、当組合は利用者等との契約

に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、各種

施設の利用が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　④　農業事業

　組合員の委託に基づき農地等を利用して行う事業であり、当組合は利用者等との契約に

基づき、農業を行う義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、生産物の

引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　⑤　宅地等供給事業

　組合員の委託に基づき行う宅地等の売渡しの仲介サービスを行う（又は提供する）事業

であり、利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等

に対する履行義務は、売買当事者間において宅地等の売渡しが完了した時点において充足

されると判断し、仲介した物件の引渡時点で収益を認識しております。

　⑥　介護事業

　組合員の必要な医療サービス及び福祉サービスを提供する事業であり、当組合は利用者

等との契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者等に対する履行義務は、

各種サービスの利用が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しており

ます。

　⑦　指導事業

　組合員の営農にかかる各種相談・研修・経理サービスを提供する事業であり、当組合は

利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する

履行義務は、主にサービスの提供が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を

認識しております。

（６）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っ

ています。

（７）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」

で表示しています。

（８）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　①　事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法

　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。

よって、事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しています。

　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則にした

がい、各事業相互間の内部損益を除去した額を記載しています。

８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況
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　②　当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について

　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純

額で収益を認識して、購買手数料として表示しております。また、販売事業収益のうち、

当組合が代理人として販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販

売手数料として表示しております。並びに、葬祭事業収益のうち、当組合が代理人として

葬祭利用高に関与している場合には、純額で収益を認識して葬祭事業収益に含めて表示し

ております。

３．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　１３，５６７千円（繰延税金負債との相殺前）

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　繰延税金資産の計上は、将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積額を限度として

行っています。

　課税所得の見積額については、令和７年１月に作成した事業計画書を基礎として、連結グ

ループが将来獲得可能な課税所得の時期及び金額を合理的に見積もっております。

　しかし、これらの見積もりは将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受ける

可能性があり、実際に課税所得が生じた時期及び金額が見積もりと異なった場合には、翌事

業年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性が

あります。

　また、税制改正により、実効税率が変更された場合には、翌事業年度以降の計算書類にお

いて認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記

（１）資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額

　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は１３，０６４千円であり、その内

訳は、次のとおりです。

　建物　１２，８９４千円　　車両運搬具１７０千円

（２）担保に供している資産

　定期預金８００，０００千円を為替決済の担保に、定期預金２，２００千円を指定金融機関

等の事務取扱に係る担保に、それぞれ供しています。

（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務

　理事及び監事に対する金銭債権の総額　　５８，９５８千円

（４）債権のうち農業協同組合法施行規則第２０４条第１項第１号ホ（２）（ⅰ）から（ⅳ）ま

でに掲げるものの額及びその合計額

　債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権はありません。

　なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手

続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ず

る債権です。

　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経

営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
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債権 ( 破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く。) です。

　債権のうち、三月以上延滞債権額は２２，６１７千円、貸出条件緩和債権はありません。

　なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に該当しないもので

す。

　また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め

を行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権に

該当しないものです。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債

権の合計額は２２，６１７千円です。

（５）土地の再評価に関する法律に基づく再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差

額については、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して

います。

　○再評価を行った年月日　　　　　平成１３年１月３１日

　○再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額

　　の合計額を下回る金額　　　　　　４２３，０９６千円

　○同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年３月 31日公布政令第 119 号）第２条第

３号に定める、当該事業用土地について地方税法第 341 条第 10号の土地課税台帳又は同

条第 11号の土地補充課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調

整を行って算出しました。

５．金融商品に関する注記

Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体

などへ貸付け、残った余裕金を茨城県信用農業協同組合連合会へ預け、運用を行っています。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であり、貸

出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定して

います。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し与信審査を行っ

ています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を

行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸

出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行ってい

ます。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでい

ます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基

づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況
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　②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールす

ることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と

収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを

実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

（市場リスクに係る定量的情報）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組

合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、

貸出金、貯金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的

な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的

分析に利用しています。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる

金利が０．２６%上昇したものと想定した場合には、経済価値が１９，７５２千円減少する

ものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の

リスク変数の相関を考慮していません。

　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響

が生じる可能性があります。

　③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、

安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を

行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、

運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価

格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。

当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。

Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

23,360,711

12,876,376

36,237,088

35,224,987

35,224,987

23,307,454

12,870,146

36,177,600

35,133,590

35,133,590

▲53,257

▲6,230

▲59,487

▲91,397

▲91,397

預　金

貸出金

貯　金

資　産　計

負　債　計

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（単位：千円）
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（２）金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明

【資産】

　①　預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレー

トである翌日物金利スワップ（Overnight　Index　Swap　以下OIS という）のレートで

割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　②　貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信

用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該

帳簿価額によっています。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額をリスクフリーレートであるOIS のレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

【負債】

　①　貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 ( 帳簿価額 ) を時価とみなして

います。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロー

をリスクフリーレートであるOIS のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし

て算定しています。

（３）市場価格のない株式は次のとおりであり、これらは ( １) の金融商品の時価情報には含ま

れていません。　

（４）金銭債権の決算日後の償還予定額

　　　　（＊ 1）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）６，２４１千円については「1年以内」

　　　　　　　 に含めています。また、期限のない場合は「5年超」に含めています。

　　　　（＊ 2）貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等２２，６１７千

　　　　　　　 円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

４７９，１４４

４７９，１４４

外　部　出　資

合　計

　貸借対照表計上額

（単位：千円）

23,360,711

661,998

24,022,710

－

626,721

626,721

－

619,566

619,566

－

586,484

586,484

－

562,573

562,573

－

9,796,414

9,796,414

預金

貸出金 (＊1)

1 年以内 5年超
1年超

2年以内

2年超

3年以内

4年超

5年以内

3年超

4年以内

（単位：千円）

合計
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（５）有利子負債の決算日後の返済予定額

　　　　（＊ 1）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

６．退職給付に関する注記

（１）退職給付に係る注記

　①　採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため（一財）全国農林漁

業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。

　なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

　②　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　期首における退職給付引当金	 ３１，３１６千円

　退職給付費用	 １１，０８９千円

　退職給付の支払額	 ▲２千円

　特定退職金共済制度への拠出金	 ▲６，３９３千円

　期末における退職給付引当金	 ３６，０１０千円

　③　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

　退職給付債務	 １２３，８３０千円

　特定退職金共済制度	 ▲８７，８１９千円

　退職給付引当金	 ３６，０１０千円

　④　退職給付に関連する損益

　勤務費用	 １１，０８９千円

　退職給付費用	 １１，０８９千円

（２）特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の

統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条に基づき、

旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特

例業務負担金３，１７６千円を含めて計上しています。

　なお、同組合より示された令和６年３月現在における令和 14年３月までの特例業務負担

金の将来見込額は、２４，７３７千円となっています。

30,936,378

30,936,378

1,761,066

1,761,066

2,419,925

2,419,925

43,243

43,243

64,373

64,373

－

－

貯金 (＊1) 

1 年以内 5年超
1年超

2年以内

2年超

3年以内

4年超

5年以内

3年超

4年以内

（単位：千円）

合計
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７．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

　繰延税金資産

　　退職給付引当金	 ９，９７４千円

　　賞与引当金	 １，０１９千円

　　未払事業税	 １，１２５千円

　　未払年度末賞与	 ８３１千円

　　減価償却（減損損失分）	 ３７６千円

　　役員退職慰労引当金	 １，２１９千円

　　その他	 ３７４千円

　　繰延税金資産小計	 １４，９２２千円

　　評価性引当額	 ▲１，３５５千円

　　繰延税金資産合計（Ａ）	 １３，５６７千円

　繰延税金負債

　　全農適格合併みなし配当	 ▲７千円

　　繰延税金負債合計（Ｂ）	 ▲７千円

　　繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ）	 １３，５５９千円

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の 100 分

の５以下であるため、注記を省略しています。

８．収益認識に関する注記

（収益を理解するための基礎となる情報）

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記（５）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しております。

９．その他の注記

（１）「資産除去債務に関する会計基準」に基づく注記

　当組合の日立南部葬祭場は、設置の際に日立市との不動産賃貸契約を締結しており、賃貸

期間終了における原状回復にかかる義務を有しています。しかし、当該施設は当組合が事業

を継続する上で必須の施設であり、現時点で除去は想定していません。また、移転が行われ

る予定もないことから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積ることができません。その

ため、当該義務に見合う資産除去債務を計上していません。

（２）当座貸越契約

　当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に

ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの

契約に係る融資未実行残高は２４，９２０千円です。
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令和７年度

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（１）連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数：１社　

　連結子会社の名称：有限会社　多賀協同サービス

（２）持分法の適用に関する事項

　持分法適用の関連法人はありません。

（３）連結される子会社及び子会社等の事業年度に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しています。

（４）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの残高はありませんので、適用していません。

（５）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しています。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法

　子　会　社　株　式：移動平均法による原価法

　その他有価証券　　

　　市場価格のない株式等：移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　購　買　品（一品管理）：総平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　購買品（グループ管理）：売価還元法による原価法

　　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　そ の 他 の 棚 卸 資 産：最終仕入原価法による原価法

　　　　　　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（３）固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

　②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法により償却しています。
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（４）引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産自己査定要領、経理規程及び資産の償却・引

当基準に則り、次のとおり計上しています。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及

びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。

　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認めら

れる額を計上しています。破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッ

シュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと

債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額

との差額を引き当てています。

　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損

失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした

貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等

の必要な修正を加えて算定しております。

　すべての債権は、資産自己査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

　②　賞与引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を

計上しています。

　③　退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。なお、退職給

付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

　④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上し

ています。

（５）収益及び費用の計上基準

　主要な事業における収益の計上基準

　　　当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の

内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

　①　購買事業

　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、

当組合は利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っております。この利用

者等に対する履行義務は、購買品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を

認識しております。

　②　販売事業

　組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して共同で業者等に販売する事業であり、当
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組合は利用者等との契約に基づき、販売品を引き渡す義務を負っております。この利用者

等に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認

識しております。

　③　葬祭事業

　葬祭施設等の施設を設置して、共同で利用する事業であり、当組合は利用者等との契約

に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、各種

施設の利用が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　④　農業事業

　組合員の委託に基づき農地等を利用して行う事業であり、当組合は利用者等との契約に

基づき、農業を行う義務を負っております。この利用者等に対する履行義務は、生産物の

引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識しております。

　⑤　宅地等供給事業

　組合員の委託に基づき行う宅地等の売渡しの仲介サービスを行う（又は提供する）事業

であり、利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等

に対する履行義務は、売買当事者間において宅地等の売渡しが完了した時点において充足

されると判断し、仲介した物件の引渡時点で収益を認識しております。

　⑥　介護事業

　組合員の必要な医療サービス及び福祉サービスを提供する事業であり、当組合は利用者

等との契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者等に対する履行義務は、

各種サービスの利用が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識しており

ます。

　⑦　指導事業

　組合員の営農にかかる各種相談・研修・経理サービスを提供する事業であり、当組合は

利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っております。この利用者等に対する

履行義務は、主にサービスの提供が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を

認識しております。

（６）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っ

ています。

（７）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」

で表示しています。

（８）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　①　事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法

　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表示を行っておりません。

よって、事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示しています。

　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則にした

がい、各事業相互間の内部損益を除去した額を記載しています。
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　②　当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について

　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純

額で収益を認識して、購買手数料として表示しております。また、販売事業収益のうち、

当組合が代理人として販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販

売手数料として表示しております。並びに、葬祭事業収益のうち当組合が代理人として葬

祭利用高に関与している場合には、純額で収益を認識して葬祭事業収益に含めて表示して

おります。

５．会計上の見積りに関する注記

（繰延税金資産の回収可能性）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　

　繰延税金資産　１５，１１７千円（繰延税金負債との相殺前）

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　繰延税金資産の計上は、将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積額を限度として

行っています。

　課税所得の見積額については、令和８年１月に作成した事業計画書を基礎として、連結グ

ループが将来獲得可能な課税所得の時期及び金額を合理的に見積もっております。

　しかし、これらの見積もりは将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受ける

可能性があり、実際に課税所得が生じた時期及び金額が見積もりと異なった場合には、翌事

業年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性が

あります。

　また、税制改正により、実効税率が変更された場合には、翌事業年度以降の計算書類にお

いて認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（貸倒引当金）

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　　

　貸倒引当金　３８２千円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　算定方法は「１　重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（５）引当金の計上基準」

の「貸倒引当金」に記載しております。

　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債

務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に

評価し、設定しております。

　翌事業年度に係る計算書類に与える影響は、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積

りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な

影響を及ぼす可能性があります。

６．貸借対照表に関する注記

（１）資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額

　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は１３，０６４千円であり、その内

訳は、次のとおりです。

　建物　１２，８９４千円　　車両運搬具　１７０千円

８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況
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（２）担保に供している資産

　定期預金８００，０００千円を為替決済の担保に、定期預金２，２００千円を指定金融機関

等の事務取扱に係る担保に、それぞれ供しています。

（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務

　理事及び監事に対する金銭債権の総額　　　　５３，７５８千円

（４）債権のうち農業協同組合法施行規則第２０４条第１項第１号ホ（２）（ⅰ）から（ⅳ）ま

でに掲げるものの額及びその合計額

　債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額はありません。

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続

開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる

債権です。

　また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経

営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い

債権 ( 破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く。) です。

　債権のうち、三月以上延滞債権額は５２，１０９千円、貸出条件緩和債権額はありません。

　なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもので

す。

　また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め

を行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権

に該当しないものです。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権

の合計額は５２，１０９千円です。

　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

（５）土地の再評価に関する法律に基づく再評価

　「土地の再評価に関する法律」（平成 10年３月 31日公布法律第 34号）及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差

額については、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して

います。

　○再評価を行った年月日　　　　　平成１３年１月３１日

　○再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額

　　の合計額を下回る金額　　　　　４２３，０９６千円

　○同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年３月 31日公布政令第 119 号）第２条第

３号に定める、当該事業用土地について地方税法第 341 条第 10号の土地課税台帳又は同

条第 11号の土地補充課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調

整を行って算出しました。
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７．損益計算書に関する注記

（１）棚卸資産の収益性低下に伴う簿価切下額

　購買品供給原価には、収益性の低下に伴う簿価切下げにより、２４千円の棚卸評価損が含

まれています。

８．金融商品に関する注記

Ⅰ　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体

などへ貸付け、残った余裕金を茨城県信用農業協同組合連合会へ預け、運用を行っています。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であり、貸

出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　①　信用リスクの管理

　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定して

います。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店との連携

を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フロー

などにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、

与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産

の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、

資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資

産の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

　②　市場リスクの管理

　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールす

ることにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と

収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを

実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

（市場リスクに係る定量的情報）

　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組

合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、

貸出金、及び貯金です。

　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的

な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的

分析に利用しています。

　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる

金利が０．３６%上昇したものと想定した場合には、経済価値が２２，６５５千円減少する

ものと把握しています。

　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の

リスク変数の相関を考慮していません。

　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響

が生じる可能性があります。

８. 連結注記表
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　③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、

安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を

行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、

運用方針などの策定の際に検討を行っています。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価

格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。

当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。

Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

　　　　（＊ 1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

（２）金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明

【資産】

　①　預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレー

トである翌日物金利スワップ（Overnight　Index　Swap　以下OIS という）のレートで

割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

　②　貸出金

　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信

用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該

帳簿価額によっています。

　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額をリスクフリーレートであるOIS のレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して

時価に代わる金額として算定しています。

　なお、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸

倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

23,205,041

13,063,938

▲382

13,063,556

36,268,598

35,085,517

35,085,517

23,164,149

12,895,025

36,059,174

34,985,718

34,985,718

▲40,892

▲168,530

▲209,423

▲99,798

▲99,798

預金

貸出金

　貸倒引当金 (＊1)

　貸倒引当金控除後

貯金

資　産　計

負　債　計

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（単位：千円）
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【負債】

　①　貯金

　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 ( 帳簿価額 ) を時価とみなして

います。また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フロー

をリスクフリーレートであるOIS のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額とし

て算定しています。

（３）市場価格のない株式は次のとおりであり、これらは ( １) の金融商品の時価情報には含ま

れていません。　

（４）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　　　　（＊ 1）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）７，４４８千円については「1年以内」

　　　　　　　 に含めています。また、期限のない場合は「5年超」に含めています。

（５）有利子負債の決算日後の返済予定額　

　　　　（＊ 1）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

９．退職給付に関する注記

（１）退職給付に係る注記

　①　採用している退職給付制度の概要

　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。

また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため（一財）全国農林漁

業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。

　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

　

32,718,903

32,718,903

1,839,441

1,839,441

447,097

447,097

54,460

54,460

25,614

25,614

－

－

貯金 (＊1) 

1 年以内 5年超
1年超

2年以内

2年超

3年以内

4年超

5年以内

3年超

4年以内

（単位：千円）

合計

４７９，１４４

４７９，１４４

外　部　出　資

合　計

　貸借対照表計上額

（単位：千円）

23,205,041

707,512

23,912,553

－

626,735

626,735

－

600,021

600,021

－

571,896

571,896

－

568,129

568,129

－

9,989,644

9,989,644

預金

貸出金 (＊1)

1 年以内 5年超
1年超

2年以内

2年超

3年以内

4年超

5年以内

3年超

4年以内

（単位：千円）

合計

８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況
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８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況

　②　退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　期首における退職給付引当金	 ３６，０１０千円

　　退職給付費用	 １４，０４３千円

　　退職給付の支払額	 ▲０千円

　　特定退職金共済制度への拠出金	 ▲７，０６０千円

　期末における退職給付引当金	 ４２，９９２千円

　③　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

　退職給付債務	 １３７，６１５千円

　特定退職金共済制度	 ▲９４，６２３千円

　退職給付引当金	 ４２，９９２千円

　④　退職給付に関連する損益

　　勤務費用	 １４，０４３千円

　　退職給付費用	 １４，０４３千円

（２）特例業務負担金の将来見込額

　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の

統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条に基づき、

旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特

例業務負担金３，４９１千円を含めて計上しています。

　なお、同組合より示された令和７年３月現在における令和 14年３月までの特例業務負担

金の将来見込額は、２４，０１３千円となっています。

１０．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

　繰延税金資産

　　退職給付に係る負債	 １２，２０９千円

　　賞与引当金	 １，０７８千円

　　未払事業税	 ４２０千円

　　減価償却（減損損失分）	 ３６３千円

　　役員退職慰労引当金	 １，８７１千円

　　その他	 ２３９千円

　　繰延税金資産小計	 １６，１８３千円

　　評価性引当額	 ▲１，０６６千円

　　繰延税金資産合計（Ａ）	 １５，１１７千円

　繰延税金負債

　　全農適格合併みなし配当	 ▲７千円

　　繰延税金負債合計（Ｂ）	 ▲７千円

　繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ）	 １５，１１０千円
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８. 連結注記表

グループの概況 グループの概況

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　法定実効税率	 ２７．７％

　　（調整）

　　交際費等永久に損金に算入されない項目	 ８．８％

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目	 ▲１２．３％

　　住民税均等割額	 ３．７％

　　評価性引当額の増減	 ▲１．９％

　　その他	 ５．０％

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率	 ３１．０％

（３）税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債への影響額

　「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第 13号）」が令和７年３月 31日に国

会で成立したことに伴い、令和８年４月１日以後に開始する事業年度より、「防衛特別法人税」

の課税が行われることとなりました。これに伴い、令和９年２月１日に開始する事業年度以

降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率は従来の２７．７％から２８．４％に変更されました。

　この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）

は３０７千円増加し、法人税等調整額は３０７千円減少しております。また、再評価に係る

繰延税金負債は４，５１５千円増加し、土地再評価差額金は同額減少しております。

１１．収益認識に関する注記

（収益を理解するための基礎となる情報）

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記（６）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しております。

１２．その他の注記

（１）「資産除去債務に関する会計基準」に基づく注記

　当組合の日立南部葬祭場は、設置の際に日立市との不動産賃借契約を締結しており、賃貸

期間終了における原状回復にかかる義務を有しています。しかし、当該施設は当組合が事業

を継続する上で必須の施設であり、現時点で除去は想定していません。また、移転が行われ

る予定もないことから、資産除去債務の履行時期を合理的に見積ることができません。その

ため、当該義務に見合う資産除去債務を計上していません。

（２）当座貸越契約

　当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件に

ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これらの

契約に係る融資未実行残高は７，４４８千円です。

（単位：千円）

グループの概況

９．連結剰余金計算書

１０．農協法に基づく開示債権

（資本剰余金の部）

１　資本剰余金期首残高

２　資本剰余金増加高

　　　資本準備金の積立による増加

３．資本剰余金減少高

　　　資本準備金の取崩による減少

４．資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

１　利益剰余金期首残高

２．利益剰余金増加高

　　　当期剰余金

　　　土地再評価差額金の取崩による増加

　　　持分比率変更による増加

３．連結剰余金減少額

　　　当期損失金

　　　支払配当金

　　　役員賞与金

　　　土地再評価差額金の取崩による減少

　　　持分比率変更による減少

４．連結剰余金期末残高

科　　　　目 令和７年度

－

－

－

－

－

－

1,480,573

12,998

12,998

－

－

5,588

－

5,588

－

－

－

1,487,983

－

－

－

－

－

－

1,442,928

43,107

43,107

－

－

5,462

－

5,462

－

－

－

1,480,573

令和６年度

　農協法に基づく開示債権は、子会社において農協法に基づく開示債権がないため、当組合単体

の農協法に基づく開示債権と同額です。
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（単位：千円）

グループの概況

９．連結剰余金計算書

１０．農協法に基づく開示債権

（資本剰余金の部）

１　資本剰余金期首残高

２　資本剰余金増加高

　　　資本準備金の積立による増加

３．資本剰余金減少高

　　　資本準備金の取崩による減少

４．資本剰余金期末残高

（利益剰余金の部）

１　利益剰余金期首残高

２．利益剰余金増加高

　　　当期剰余金

　　　土地再評価差額金の取崩による増加

　　　持分比率変更による増加

３．連結剰余金減少額

　　　当期損失金

　　　支払配当金

　　　役員賞与金

　　　土地再評価差額金の取崩による減少

　　　持分比率変更による減少

４．連結剰余金期末残高

科　　　　目 令和７年度

－

－

－

－

－

－

1,480,573

12,998

12,998

－

－

5,588

－

5,588

－

－

－

1,487,983

－

－

－

－

－

－

1,442,928

43,107

43,107

－

－

5,462

－

5,462

－

－

－

1,480,573

令和６年度

　農協法に基づく開示債権は、子会社において農協法に基づく開示債権がないため、当組合単体

の農協法に基づく開示債権と同額です。
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（単位：千円）

グループの概況

１１．連結事業年度の事業別経常収益等

事 業 収 益

経 常 利 益

資 産 の 額

事 業 収 益

経 常 利 益

資 産 の 額

事 業 収 益

経 常 利 益

資 産 の 額

事 業 収 益

経 常 利 益

資 産 の 額

事 業 収 益

経 常 利 益

資 産 の 額

区　　　分 項　　　目 令和７年度

336,212

234,087

36,507,205

57,926

56,088

17

24,325

7,492

1,813

219,242

91,190

14,076

637,706

388,859

36,523,112

令和６年度

280,668

230,952

36,420,818

60,505

58,886

15

24,376

6,864

1,758

255,701

114,539

15,223

621,252

411,242

36,437,815

信　用　事　業

共　済　事　業

農 業 関 連 事 業

そ の 他 事 業

計
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連結自己資本の充実の状況

◇連結自己資本比率の状況

　令和８年１月末における連結自己資本比率は、15.36％となりました。

　連結自己資本は、組合員の普通出資によっています。

　当連結グループでは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を正確に算出し、ＪＡを中心に

信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本

の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

 ○　普通出資による資本調達額　

発行主体

資本調達手段の種類

コア資本に係る基礎項目に算入した額

項　　　　　目

日立市多賀農業協同組合

普通出資

245,385千円（前年度246,143千円）

内　　　　　容
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（単位：千円、％）

項　　　　　　　目 令和６年度 令和７年度

自己資本の構成に関する事項

1,719,596

246,143

－

1,480,573

5,589

▲1,532

－

－

－

－

－

－

－

－

1,719,596

390

－

390

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1,713,201

245,385

－

1,478,974

5,563

▲ 5,594

－

－

－

382

382

－

－

－

1,713,584

1,011

－

1,011

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

コア資本にかかる基礎項目

　　普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

　　うち、出資金及び資本剰余金の額

　　うち、再評価積立金の額

　　うち、利益剰余金の額

　　うち、外部流出予定額（▲）

　　うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入される評価・換算差額等

　　うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

　　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

　　うち、適格引当金コア資本算入額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調

達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の

額に含まれる額

コア資本にかかる基礎項目の額（イ）

コア資本にかかる調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除

く。）の額の合計額

　　うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む）の額

　　うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るも

　　の以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入

される額

退職給付に係る資産の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

特定項目に係る十パーセント基準超過額

　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関

　　連するものの額

　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産

　　に関連するものの額

　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する

　　ものの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

　　うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関

　　連するものの額

　　うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産

　　に関連するものの額

自己資本の構成に関する事項

（注）

１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年金融庁・農水省告示第２号）に基づ

　き算出しています。

２．当連結グループは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用につい

　ては信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額にあたっては標準的計測手法で算出

　しており、算出に使用する ILM については、令和７年度は告示第 250 条第 1項第 3号に基づき「１」を使用し

　ています。

３．当連結グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

項　　　　　　　目 令和６年度

－

390

1,719,205

9,895,202

－

－

－

－

792,311

－

－

10,687,513

16.09%

令和７年度

－

1,011

1,712,572

11,093,717

11,093,281

－

－

52,547

－

11,146,265

15.36%

　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する

　　ものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））（ハ）

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額

　　うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

　　ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額

　　から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除

　　した額（▲）

　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の

　　合計額

　　　　うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

　　　　うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係る

　　　　ものの額

　　　　うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

勘定間の振替分　　　　　　　

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して

得た額

信用リスク・アセット調整額　　　　　　　　　

フロア調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））
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自己資本の構成に関する事項

（注）

１．「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年金融庁・農水省告示第２号）に基づ

　き算出しています。

２．当連結グループは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用につい

　ては信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額にあたっては標準的計測手法で算出

　しており、算出に使用する ILM については、令和７年度は告示第 250 条第 1項第 3号に基づき「１」を使用し

　ています。

３．当連結グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

項　　　　　　　目 令和６年度

－

390

1,719,205

9,895,202

－

－

－

－

792,311

－

－

10,687,513

16.09%

令和７年度

－

1,011

1,712,572

11,093,717

11,093,281

－

－

52,547

－

11,146,265

15.36%

　　うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する

　　ものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））（ハ）

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額

　　うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー

　　ジャーに係る経過措置を用いて算出したリスク・アセットの額

　　から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除

　　した額（▲）

　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の

　　合計額

　　　　うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

　　　　うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係る

　　　　ものの額

　　　　うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額

勘定間の振替分　　　　　　　

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して

得た額

信用リスク・アセット調整額　　　　　　　　　

フロア調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ）

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））
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自己資本の充実度に関する事項

信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （単位：千円）

信用リスク・アセット

令和６年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 56,184 − −

我が国の中央政府及び中央銀行向け − − −

外国の中央政府及び中央銀行向け − − −

国際決済銀行等向け − − −

我が国の地方公共団体向け 379,837 − −

外国の中央政府等以外の公共部門向け − − −

国際開発銀行向け − − −

地方公共団体金融機構向け − − −

我が国の政府関係機関向け − − −

地方三公社向け − − −

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 23,479,676 4,695,935 187,837

法人等向け 31,197 31,197 1,248

中小企業等向け及び個人向け 176,656 103,240 4,130

抵当権付住宅ローン 6,458,653 1,831,148 73,246

不動産取得等事業向け − − −

三月以上延滞等 − − −

取立未済手形 3,400 680 27

信用保証協会等保証付 3,316,790 330,449 13,218

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 − − −

共済約款貸付 − − −

出資等 56,845 56,845 2,274

（うち出資等のエクスポージャー） − − −

（うち重要な出資のエクスポージャー） − − −

上記以外 3,213,870 2,845,710 1,138,288

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該
当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

− − −

（うち農林中央金庫又は農業協同組合連合会の対象資本
調達手段に係るエクスポージャー）

− − −

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係
るエクスポージャー）

− − −

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有している他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に関するエクスポージャー）

− − −

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関等に係るその他外部ＴＬＡ
Ｃ関連調達手段に係る５％基準額を上回る部分に係る
エクスポージャー）

− − −

（うち上記以外のエクスポージャー） − − −

証券化 − − −

（うちＳＴＣ要件適用分） − − −

（うち非ＳＴＣ適用分） − − −

再証券化 − − −

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー − − −

（うちルックスルー方式） − − −

（うちマンデート方式） − − −
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信用リスク・アセット

令和６年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

（うち蓋然性方式 250％） − − −

（うち蓋然性方式 400％） − − −

（うちフォールバック方式） − − −

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 − − −

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー
ジャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入
されなかったものの額（△）

− − −

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 37,173,107 9,895,202 395,808

ＣＶＡリスク相当額÷８％ − − −

中央清算機関関連エクスポージャー − − −

合計 ( 信用リスク・アセットの額 ) 37,173,107 9,895,202 395,808

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額
<基礎的手法>

オペレーショナル・リスク相当額を
8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

792,311 31,692

所要自己資本額計

リスク・アセット等(分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

10,687,513 427,501

（注）
１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャー

の種類ごとに記載しています。
２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的

には貸出金や有価証券等が該当します。
３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係

るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・
ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです。

４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエ

クスポージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポー
ジャーのことです。

６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセッ
トの額および調整項目にかかる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが
該当します。

７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法と
して用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。

８．当連結グループでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞
　　　（粗利益（正の値の場合に限る）×15％）の直近3年間の合計額
　　　　　　　直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数　　　　÷８％
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自己資本の充実度に関する事項

（単位：千円）

信用リスク・アセット

令和７年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 82,637 − −

我が国の中央政府及び中央銀行向け − − −

外国の中央政府及び中央銀行向け − − −

国際決済銀行等向け − − −

我が国の地方公共団体向け 323,292 − −

外国の中央政府等以外の公共部門向け − − −

国際開発銀行向け − − −

地方公共団体金融機構向け − − −

我が国の政府関係機関向け − − −

地方三公社向け 5,560 1,112 44

金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 23,347,188 4,675,927 187,037

（うち第一種金融商品取引業者及び保険会社向け） − − −

カバード・ボンド向け − − −

法人等向け（特定貸付債権向けを含む。） − − −

（うち特定貸付債権向け） − − −

中堅中小企業等向け及び個人向け 3,593,108 2,476,437 99,057

（うちトランザクター向け） 800 360 14

不動産関連向け 5,761,045 2,044,899 81,795

（うち自己居住用不動産等向け） 4,003,789 996,518 39,860

（うち賃貸用不動産向け） 1,757,255 1,048,381 41,935

（うち事業用不動産関連向け） − − −

（うちその他不動産関連向け） − − −

（うちADC向け） − − −

劣後債券及びその他資本性証券等 − − −

延滞等向け（自己居住用不動産関連向けを除く。） 85,636 128,454 5,138

自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 − − −

取立未済手形 4,575 915 36

信用保証協会等による保証付 3,304,892 329,392 13,175

株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付 − − −

株式等 18,910 18,910 756

共済約款貸付 − − −

上記以外 727,316 1,417,668 56,706

（うち重要な出資のエクスポージャー） − − −

（うち他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に該
当するもの以外のものに係るエクスポージャー）

− − −

（ うち農林中央金庫の対象資本調達手段に係るエクス
ポージャー）

460,234 1,150,587 46,023

（うち特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係
るエクスポージャー）

− − −

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有している他の金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段に関するエクスポージャー）

− − −

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC
関連調達手段に係るエクスポージャー）

− − −

（うち上記以外のエクスポージャー） 267,081 267,081 10,683

信用リスク・アセットの額および信用リスクに対する所要自己資本の額ならびに区分ごとの内訳
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信用リスク・アセット

令和７年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

証券化 − − −

（うちＳＴＣ要件適用分） − − −

（短期ＳＴＣ要件適用分） − − −

（うち不良債権証券化適用分） − − −

（うちSTC・不良債権証券化適用対象外分） − − −

再証券化 − − −

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー − − −

（うちルックスルー方式） − − −

（うちマンデート方式） − − −

（うち蓋然性方式250％） − − −

（うち蓋然性方式400％） − − −

（うちフォールバック方式） − − −

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポー
ジャーに係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入
されなかったものの額（△）

− − −

標準的手法を適用するエクスポージャー計 37,254,164 11,093,717 443,748

ＣＶＡリスク相当額÷８％（簡便法） − − −

中央清算機関関連エクスポージャー − − −

合計(信用リスク・アセットの額) 37,254,164 11,093,717 443,748

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額

＜標準的計測手法＞

オペレーショナル・リスク相当額を
8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

52,547 2,101

所要自己資本額計
リスク・アセット等(分母）計

ａ
所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

11,146,265 445,850

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円）

令和７年度

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を
８％で除して得た額

52,547

オペレーショナル・リスクに対する
所要自己資本の額

2,101

ＢＩ 35,031

ＢＩＣ 4,203

（注）
１．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャー

の種類ごとに記載しています。
２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的に

は貸出金や有価証券等が該当します。
３．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、

その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
４．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法と

して用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。
５． オペレーショナル・リスク相当額は標準的計測手法により算出しており、算出に使用するILMは告示第250

条第１項第３号に基づき「１」を使用しております。

自己資本の充実度に関する事項
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リスク管理の方法及び手続の概要

信用リスクに関する事項

　当連結グループでは、ＪＡ以外で与信を行っていないため、連結グループにおける信用リスク

管理の方針及び手続等は定めていません。ＪＡの信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容

は、単体の開示内容（ｐ.８）をご参照ください。

標準的手法に関する事項

　連結自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算

出しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウエイトの判定に当

たり使用する格付等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する格付けは，以下の適格格付機関による依頼格付

　けのみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

（イ）リスク・ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・

　スコアは、主に以下のとおりです。

適　格　格　付　機　関

株式会社格付投資情報センター (Ｒ＆Ⅰ)

株式会社日本格付研究所 (ＪＣＲ)

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク (Ｍｏｏｄｙ'ｓ) 

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング (Ｓ＆Ｐ)

フィッチレーティングスリミテッド (Ｆｉｔｃｈ)

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関
カントリーリスク・

スコア

中央政府および中央銀行

外国の中央政府等以外の公共部門向け

エクスポージャー

国際開発銀行向けエクスポージャー

金融機関向けエクスポージャー

法人等向けエクスポージャー

R＆I，Moody's，JCR，S&P，Fitch

R＆I，Moody's，JCR，S&P，Fitch

R＆I，Moody's，JCR，S&P，Fitch

日本貿易保険

日本貿易保険
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信用リスクに関するエクスポージャー（地域別 , 業種別 , 残存期間別）及び延滞エクスポージャーの期末残高

信用リスクに関する事項

（単位：千円）

37,263,493

－

37,263,493

－

－

－

－

－

－

－

－

23,792,024

95,661

323,292

5,560

12,697,923

349,031

37,263,493

23,255,312

152,904

91,541

220,648

348,320

11,714,910

1,479,854

37,263,493

13,073,652

－

13,073,652

－

－

－

－

－

－

－

－

－

46,876

323,292

5,560

12,697,923

－

13,073,652

20,840

152,904

91,541

220,648

348,320

11,714,910

524,485

13,073,652

85,636

－

85,636

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

85,636

－

85,636

法

　
　
　
　
　人

卸売・小売・飲食
・サービス業

日本国政府・
地方公共団体

電気・ガス・
熱供給・水道業

農業

林業

水産業

製造業

鉱業

建設・不動産業

運輸・通信業

金融・保険業

上記以外

国　内

国　外

地域別残高計

個　人

その他

業種別残高計

1年以下

1年超 3年以下

3年超 5年以下

5年超 7年以下

7年超 10 年以下

10 年超

期限の定めのないもの

残存期間別残高計

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

うち貸出金
等

うち店頭デ
リバティブ

うち債券

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

うち貸出金
等

うち店頭デ
リバティブ

うち債券

令和７年度

三月以上
延滞エクス
ポージャー

三月以上
延滞エクス
ポージャー

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

37,173,107

－

37,173,107

－

－

－

－

－

－

－

－

23,905,376

127,377

379,837

－

12,440,812

319,706

37,173,107

23,395,140

63,195

220,671

119,340

399,808

11,917,059

1,057,894

37,173,107

12,881,281

－

12,881,281

－

－

－

－

－

－

－

－

－

60,632

379,837

－

12,440,812

－

12,881,281

29,726

63,195

220,671

119,340

399,808

11,917,059

131,481

12,881,281

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

令和６年度

（注）
１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
に該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
２．「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミッ
トメント」　とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」に
はコミットメント　の融資可能残額も含めています。
３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。
４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。
５．「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。
　①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該
当すること。

　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
　③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。



126

JA HITACHI CITY TAGA REPORT

（単位：千円）

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

区　　　分

令和６年度

－

－

－

－

　

－

－

－

－

－

期中減少額

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

信用リスクに関する事項

期首

残高

期中

増加額 目的使用 その他

期末

残高

令和７年度

－

－

－

－

　

－

－

－

－

－

期中減少額期首

残高

期中

増加額 目的使用 その他

期末

残高

（単位：千円）

国　内 

国　外 

地域別計

個　人 

業種別計

区　　　分

令和６年度

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

期中減少額

業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

期首

残高

期中

増加額 目的使用 その他

期末

残高

令和７年度

貸出金

償却

期中減少額期首

残高

期中

増加額 目的使用 その他

期末

残高

貸出金

償却

農業

林業

水産業

製造業

鉱業

建設・不動産業

電気・ガス・熱供

給・水道業

運輸・通信業

金融・保険業

卸売・小売・飲食

・サービス業

日本国政府・地方

公共団体

上記以外

（注）貸出金償却額は個別貸倒引当金の目的使用による取崩額との相殺前の金額を記載しております。

法

　
　
　人

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －
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信用リスクに関する事項

信用リスク・アセット残高内訳表

項　　　　　　目
リスク・
ウェイト
（％）

CCF･ 信用リスク

削減効果適用前

CCF･ 信用リスク

削減効果適用後 リスク ･
ウェイト
の加重平

均値
オン ･ バ
ランス資
産項目

オフ ･ バ
ランス資
産項目

オン ･ バ
ランス資
産項目

オフ ･ バ
ランス資
産項目

信用リス
ク・アセッ
トの額

A B C D E
F

(=E/(C+D))

現金 0 82,637 − 82,637 − − −

我が国の中央政府及び中央銀行向け 0 − − − − − −

外国の中央政府及び中央銀行向け 0～150 − − − − − −

国際決済銀行等向け 0 − − − − − −

我が国の地方公共団体向け 0 323,292 − 323,292 − − −

外国の中央政府等以外の公共部門向
け

20～150 − − − − − −

国際開発銀行向け 0～150 − − − − − −

地方公共団体金融機構向け 10～20 − − − − − −

我が国の政府関係機関向け 10～20 − − − − − −

地方三公社向け 20 5,560 − 5,560 − 1,112 20

金融機関、第一種金融商品取引業者
及び保険会社向け

20～150 23,347,188 − 23,347,188 − 4,675,927 20

（うち第一種金融商品取引業者及
び保険会社向け）

20～150 − − − − − −

カバード・ボンド向け 10～100 − − − − − −

法人等向け（特定貸付債権向けを含
む。）

20～150 − − − − − −

（うち特定貸付債権向け） 20～150 − − − − − −

中堅中小企業等向け及び個人向け 45～100 3,592,206 9,020 3,578,960 902 2,476,437 69

（うちトランザクター向け） 45 − 8,000 − 800 360 45

不動産関連向け 20～150 5,761,045 − 5,746,793 − 2,044,899 36

（うち自己居住用不動産等向け） 20～75 4,003,789 − 3,999,490 − 996,518 25

（うち賃貸用不動産向け） 30～150 1,757,255 − 1,747,302 − 1,048,381 60

（うち事業用不動産関連向け） 70～150 − − − − − −

（うちその他不動産関連向け） 60 − − − − − −

（うち ADC 向け） 100～150 − − − − − −

劣後債券及びその他資本性証券等 150 − − − − − −

延滞等向け（自己居住用不動産関連
向けを除く。）

50～150 85,636 − 85,636 − 128,454 150

自己居住用不動産等向けエクスポー
ジャーに係る延滞

100 − − − − − −

取立未済手形 20 4,575 − 4,575 − 915 20

信用保証協会等による保証付 0～10 3,304,892 − 3,293,922 − 329,392 10

株式会社地域経済活性化支援機構等
による保証付

10 − − − − − −

株式等 250～400 18,910 − 18,910 − 18,910 100

共済約款貸付 0 − − − − − −

（単位：千円）［令和７年度］
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信用リスクに関する事項

上記以外 100～1250 727,316 − 727,316 − 1,417,668 195

（うち重要な出資のエクスポー
ジャー）

1250 − − − − − −

（うち他の金融機関等の対象資本
等調達手段のうち対象普通出資等
及びその他外部 TLAC 関連調達手
段に該当するもの以外のものに係
るエクスポージャー）

250～400 − − − − − −

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー）

250 460,234 − 460,234 − 1,150,587 250

（うち特定項目のうち調整項目に
算入されない部分に係るエクス
ポージャー）

250 − − − − − −

（うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有している
他の金融機関等に係るその他外部
TLAC 関連調達手段に係るエクス
ポージャー）

250 − − − − − −

（うち総株主等の議決権の百分の
十を超える議決権を保有していな
い他の金融機関等に係るその他外
部 TLAC 関連調達手段に係るエク
スポージャー）

150 − − − − − −

（ う ち 右 記 以 外 の エ ク ス ポ ー
ジャー）

100 267,081 − 267,081 − 267,081 100

証券化 － − − − − − −

（うちＳＴＣ要件適用分） － − − − − − −

（短期ＳＴＣ要件適用分） － − − − − − −

（うち不良債権証券化適用分） － − − − − − −

（うち STC・不良債権証券化適用
対象外分）

－ − − − − − −

再証券化 － − − − − − −

リスク・ウェイトのみなし計算が適
用されるエクスポージャー

－ − − − − − −

未決済取引 － −

他の金融機関等の対象資本調達手段
に係るエクスポージャーに係る経過
措置によりリスク・アセットの額に
算入されなかったものの額（△）

－ −

合　計
（信用リスク・アセットの額）

－ 11,093,717

（注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和６年度については、記載しており
ません。
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信用リスクに関する事項

ポートフォリオの区分ごとのＣＣＦ適用後および信用リスク削減手法の効果を勘案した後のエクスポージャーの額

信用リスク・エクスポージャーの額（ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後 )

0% 20% 50% 100% 150% その他 合計

我が国の中央
政府及び中央
銀行向け

− − − − − − −

外国の中央政
府及び中央銀
行向け

− − − − − − −

国際決済銀行
等向け

− − − − − − −

0% 10% 20% 50% 100% 150% その他 合計

我が国の地方
公共団体向け

323 − − − − − − 323

外国の中央政
府等以外の公
共部門向け

− − − − − − − −

地方公共団体
金融機構向け

− − − − − − − −

我が国の政府
関係機関向け

− − − − − − − −

地方三公社向け − − 5 − − − − 5

0% 20% 30% 50% 100% 150% その他 合計

国際開発銀行
向け

− − − − − − − −

20% 30% 40% 50% 75% 100% 150% その他 合計

金 融 機 関、 第
一種金融商品
取引業者及び
保険会社向け

23,282 64 − − − − − − 23,347

（うち、第一種
金融商品取引
業者及び保険
会社向け）

− − − − − − − − −

10% 15% 20% 25% 35% 50% 100% その他 合計

カ バ ー ド・ ボ
ンド向け

− − − − − − − − −

20% 50% 75% 80% 85% 100% 130% 150% その他 合計

法人等向け（特
定貸付債権向
けを含む。）

− − − − − − − − − −

（うち特定貸付
債権向け）

− − − − − − − − − −

100% 150% 250% 400% その他 合計

劣後債権及び
その他資本性
証券等

− − − − − −

株式等 − − − − − −

（単位：千円）［令和７年度］
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信用リスクに関する事項

45% 75% 100% その他 合計

中堅中小企業
等向け及び個
人向け

0 180 2,056 1,342 3,579

（うちトランザ
クター向け）

0 − − − 0

20% 25% 30% 31.25% 35% 37.50% 40% 50% 62.50% 70% 75% その他 合計

不動産関連向け
うち自己居住用
不動産等向け

135 − − − 1,294 − − − − − − 2,569 3,999

30% 35% 43.75% 45% 56.25% 60% 75% 93.75% 105% 150% その他 合計

不動産関連向け
うち賃貸用不動
産向け

− − − − − 1,747 − − − − − 1,747

70% 90% 110% 112.50% 150% その他 合計

不動産関連向け
うち事業用不動
産関連向け

− − − − − − −

60% その他 合計

不動産関連向け
うちその他不動
産関連向け

− − −

100% 150% その他 合計

不動産関連向け
うちＡＤＣ向け

− − − −

50% 100% 150% その他 合計

延滞等向け（自
己居住用不動産
等向けを除く。）

− − 85 − 85

自己居住用不動
産等向けエクス
ポージャーに係
る延滞

− − − − −

0% 10% 20% 100% その他 合計

現金 82 − − − − 82

取立未済手形 − − 4 − − 4

信用保証協会等
による保証付

− 3,293 − − 0 3,293

株式会社地域
経済活性化支
援機構等によ
る保証付

− − − − − −

共済約款貸付 − − − − 18 18

（注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和６年度については、記載しており

ません。
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（単位：千円）

信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウエイト 1250％を適用する残高

信用リスクに関する事項

勘
案
後
残
高

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果

リスク・ウエイト０％

リスク・ウエイト2％

リスク・ウエイト4％

リスク・ウエイト10％

リスク・ウエイト20％

リスク・ウエイト35％

リスク・ウエイト50％

リスク・ウエイト75％

リスク・ウエイト100％

リスク・ウエイト150％

リスク・ウエイト250％

その他

リスク・ウエイト1250％

計

（注）

１．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし

　計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオ

　フ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．｢格付あり｣にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣には

　エクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は

　適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウエ

　イトによって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象

　としています。

４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット・デリバティ

　ブの免責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト 1250％を適用したエクスポ

　ージャーがあります。

格付あり 格付なし 計

484,098

－

－

3,304,485

27,582,484

3,623,849

－

126,929

1,628,962

－

422,300

－

－

37,173,107

484,098

－

－

3,304,485

27,582,484

3,623,849

－

126,929

1,628,962

－

422,300

－

－

37,173,107

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

令和６年度
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資産（オフ・バランス取引等含む）残高等リスク・ウェイト区分内訳表

信用リスクに関する事項

リスク・ウェイト
区分

令和７年度
CCF・信用リスク削減効果
適用前エクスポージャー

CCFの
加重平均値

（％）

資産の額および与
信相当額の合計額

（CCF・信用リスク
削減効果適用後）

オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

40％未満 32,399,471 − − 32,375,177

40％～70％ 1,757,255 8,000 10% 1,748,102

75% 181,959 1,000 10% 180,504

80% − − − −

85% 23,670 − − 23,670

90％～100％ 2,059,004 − − 2,056,338

105％～130％ − − − −

150% 85,636 − − 85,636

250% 18,910 − − 18,910

400% − − − −

1250% − − − −

その他 37 20 10% 40

合計 36,525,945 9,020 10% 36,488,380

（注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い、「リスク・ウェイト区分」の変更や「ＣＣＦの加重平均値」の追加

等を行っております。

（単位：千円）

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

信用リスク削減手法に関する事項

　連結自己資本比率の算出にあたって、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にお

いて定めています。信用リスク削減手法の適用及び管理方針、手続は、ＪＡのリスク管理の方

針及び手続に準じて行っています。ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単体

の開示内容（ｐ .82）をご参照ください。
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（単位：千円）

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

証券化

中央清算機関関連

上記以外

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

合　　　計

適格金融資産

担保
保証

クレジット・

デリバティブ

－

－

－

－

－

40,214

2,814,001

－

－

－

－

1,245,193

4,099,408

－

－

－

－

－

122

－

－

－

－

－

－

122

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

令和６年度

(注 )

１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、主なものとして

　は貸出金や有価証券等が該当します。

２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエ

　クスポージャー及び「金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイ

　トが 150％になったエクスポージャーのことです。

３．「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポ

　ージャーに階層化し、その一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーの

　ことです。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公

　共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）が含まれます。

５．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者（参照組織）の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者（プロ

　テクションの買い手）と信用リスクを取得したい者（プロテクションの売り手）との間で契約を結び、参照組織に

　信用事由（延滞・破産など）が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受

　領する取引をいいます。

信用リスク削減手法に関する事項



135

JA HITACHI CITY TAGA REPORT

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

信用リスク削減手法に関する事項

（単位：千円）

地方公共団体金融機構向け

我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関、第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

自己居住用不動産等向け

賃貸用不動産向け

事業用不動産関連向け

延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）

自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞

証券化

中央清算機関関連

上記以外

合　　　計

適格金融資産

担保
保証

クレジット・

デリバティブ

－

－

－

－

－

－

1,317,865

2,688,691

－

－

－

－

－

－

－

4,006,557

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

令和７年度

(注 )

１．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産 ( オフ・バランスを含む ) のことをいい、具体的には貸

　出金や有価証券等が該当します。

２．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことをいいます。

　①金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則に規定する「破産更生債権およびこれらに準ずる債

　　権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。

　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。

　③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

３．「証券化」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その

　一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。

４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府および中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の

　公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

５. 「クレジット・デリバティブ」とは、第三者 ( 参照組織 ) の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者 ( プ

　ロテクションの買い手 ) と信用リスクを取得したい者 ( プロテクションの売り手 ) との間で契約を結び、参照組

　織に信用事由 ( 延滞・破産など ) が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金

　額を受領する取引をいいます。
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種類別有価証券平均残高

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はございません。

証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はございません。

ＣＶＡリスクに関する事項

該当する取引はございません。

マーケット・リスクに関する事項

◇当連結グループは、自己資本比率算出上、マーケット・リスク相当額に係る額を不算入とし

ております。

オペレーショナル・リスクに関する事項

オペレーショナル・リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　連結グループにかかるオペレーショナル・リスク管理は、子会社においてはＪＡのリスク管

理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。また、関連会社については、これらに準

じたリスク管理態勢を構築しています。ＪＡのリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は、単

体の開示内容（ｐ.９）をご参照ください。
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（単位：千円）

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損

令和６年度 令和７年度

連結貸借対照表で認識され、連結損益計算書で認識されない評価損益の額
（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

－ － － －

（単位：千円）

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損

令和６年度 令和７年度

連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額
（子会社・関連会社株式の評価損益等）

－ － － －

（単位：千円）

上　　　場

非　上　場

令和７年度

出資等または株式等エクスポージャーの連結貸借対照表計上額及び時価

合　　計

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

－

479,144

479,144

－

479,144

479,144

-

479,144

479,144

－

479,144

479,144

令和６年度

出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

出資等または株式等エクスポージャーに関する事項

　結グループにかかる出資等または株式等エクスポージャーに関するリスク管理は、子会社にお

いてはＪＡのリスク管理及びその手続に準じたリスク管理を行っています。また、関連会社につ

いても、子会社に準じたリスク管理態勢を構築しています。ＪＡのリスク管理の方針及び手続等

の具体的内容は、単体の開示内容（ｐ.86）をご参照ください。

（注）「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

（単位：千円）

売 却 益 売 却 損 償 却 額 売 却 益 売 却 損 償 却 額

令和６年度 令和７年度

出資等または株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

－ － － － － －
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種類別有価証券平均残高該当する取引はございません。

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

金利リスクの算定手法の概要

　連結グループの金利リスクの算定手法は、ＪＡの金利リスクの算定手法に準じた方法により
行っています。ＪＡの金利リスクの算定手法は、単体の開示内容（ｐ.88）をご参照ください。

金利リスクに関する事項

金利リスクに関する事項

（単位：百万円）

当 期 末 前 期 末 当 期 末 前 期 末

IRRBB1：金利リスク

24

5

24

1,704

30

4

30

97

－

96

－

2

43

97

1,711

89

－

67

－

15

12

89

上方パラレルシフト

下方パラレルシフト

スティープ化

フラット化

短期金利上昇

短期金利低下

最大値

自己資本の額

項番

１

２

３

４

５

６

７

８

⊿EVE ⊿NII

当 期 末 前 期 末

会計監査人の監査


